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令和７年度こどもデータ連携実証事業
事業計画書

令和７年５月
大阪府豊中市
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① 応募者の概要

応募者（地方公共団体）の名称

応募団体の名称：豊中市

代表者氏名：長内 繁樹

担当者名及び連絡先：こども未来部はぐくみセンターこども安心課

電話：06-6852-8448
                          メール：

こども政策における各種計画、戦略、方針

（総合計画）
・基本構想・基本計画
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/keikaku/soukei4/20180302153956790
.html

・実施計画
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/keikaku/soukei4/jijjikeikaku.html

・豊中市子育ち・子育て支援行動計画⇒「こどもすこやか育みプラン・とよなか」

https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kosodatetorikumi/jourei_keikaku/k
osodachi_shienplan/hagukumi3plan.html

こどもに関する組織体制等

令和5年度のはぐくみセンター(こども家庭センター)設置にあわせ母子保健、児童福
祉、教育委員会との連携強化を図るための全庁横断的な支援体制を構築しています。

https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/keikaku/soukei4/20180302153956790.html
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/keikaku/soukei4/20180302153956790.html
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/joho/keikaku/soukei4/jijjikeikaku.html
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kosodatetorikumi/jourei_keikaku/kosodachi_shienplan/hagukumi3plan.html
https://www.city.toyonaka.osaka.jp/kosodate/kosodatetorikumi/jourei_keikaku/kosodachi_shienplan/hagukumi3plan.html
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① 応募者の概要

令和7年度からは児童相談所とはぐくみセンターを2つのコントロールタワーとし、
包括的な支援体制を築き、子どもと子育て世帯をまるごと支援しています。

こども
総合相談

教育相談窓口

教育相談
（教育相談）

子ども専用
「とよなかっ子ダイヤル」

「とよなかっ子ライン」

子ども家庭支援、児童虐待相談、ﾔﾝｸﾞｹｱﾗｰ相談
（こども安心課）

こども・教育
総合相談窓口
来庁型＠庄内コラボ

分室

子育て心の
悩み相談

こども総合相談窓口（こども安心課）
（0～18歳未満の子ども家庭の相談） いじめ・不登校

・問題行動等相談

乳幼児子育て相談
（子育て支援センターほっぺ）

妊娠期・乳幼児期の相談
（おやこ保健課・こども安心課）

妊娠・出産・子育て
相談窓口

子育て相談
各市立こども園

こども療育相談
（児童発達支援センター）

若者総合相談窓口
（くらし支援課）

こころの健康相談
（保健所）

妊産婦・子どもに関わる相談窓口は相互に情報共有・連携し、一元的支援を実現して
います（「子ども家庭支援システム」の活用） 。こども総合相談窓口とこども・教育
総合相談窓口で受けた相談は、適宜最適な窓口へつなぎ、その後のフォローアップも実
施し、各窓口でキャッチした包括的支援が必要な子ども・家庭は、こども安心課のもと
サポートプランを作成のうえ、確実に支援につなぐ運営体制を構築しています。

義務教育期の相談
（児童生徒課）

発達・療育相談
精神保健相談

包括的支援が必要なケースについては

サポートプランの作成・継続支援
ひとり親家庭相談
（子育て給付課）

その他

はぐくみセンター
（子ども家庭支援システムのもと相互連携）

相談窓口の一体的運営

こどもまんなか包括支援体制
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② 実証事業計画の詳細

応募に至った背景及び実証事業に係る政策目的

１．はじめに
本市は、令和5年度のはぐくみセンター（こども家庭センター）設置以降児童福

祉及び母子保健の各課がそれぞれの専門性を生かし、園や学校、保健所など、子
どもの育ちに関わる機関と協働しながら、多様で効果的な切れめない包括的な支
援を展開しています。
しかし、貧困や虐待、不登校、いじめ等の困難な状況にある子どもは本市にお

いても依然として存在しています。一方でこれらの状況にある子どもの実態が見
えにくく、包括的支援が必要な子どもや家庭に対して適切な支援が届けられず、
取り残されてしまうケースが多いことが推察されます。また、これらの困難を抱
える子どもや家庭ほどＳＯＳの発出が難しいことからプッシュ型・アウトリーチ
型支援の重要性が必要と考えています。
このことから個々の子どもや家庭の状況や利用している支援等に関する福祉・

保健・教育などの情報及びデータについて個人情報の適正な取扱いを確保しなが
ら、分野を越えて連携させることを通じて、潜在的に支援が必要な子どもや家庭
を早期に把握し、プッシュ型・アウトリーチ型の支援につなげる取組を推進しま
す。

２．豊中市の現行システム
本市においては、令和4年度に虐待予防支援の強化及び的確化、迅速化をめざす

ため、11システムから子どもとその世帯員のサービス受給情報を連携するととも
に、はぐくみセンターと令和7年4月から市児童相談所支援記録をすべて一元管理
しています。現行システムは、本事業の代表参画事業者である両備システムズの
提供となります。
要保護児童対策地域協議会にかかる情報は母子保健主担のケースも含め一元管

理し、サポートプランについても共有しており、システム連携情報及びはぐくみ
センター各課と市児童相談所の相談対応歴はすべて閲覧可能となっています。

現行の子ども家庭支援システム(情報一元管理について)
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●データ連携済みのシステム

３．現行システムの課題
現行システムは、家庭からの相談や関係機関からの虐待通告受理時に、居住地

の確定をはじめ、子どもの乳幼児健診や所属園・校、医療・福祉サービス利用状
況などを即時に調査できるため迅速にアセスメントの検討を行うことができます。
しかし、これらの対応は相談や虐待通告を契機とした支援であり、虐待や子ど

もの課題が生じてからの対処療法的な対応に留まっているのが現状です。
本市においては令和7年度から児童虐待の通告窓口を市児童相談所に一元化して

おり、はぐくみセンターの役割を従来の相談・通告待ちの支援ではなく、事象が
発生する前にリスクを検知し、事前の介入による積極的、予防的な支援に改革し
ていく必要があると考えています。また、従来の支援に対しても、効率的かつ効
果的な支援を実施するため、データの連携による予防的な抽出との業務の連携を
行い、より多くの支援対象者への支援を行いたいと考えています。

４．現行システムに追加する機能
上記連携項目に加え、こどもデータ連携ガイドライン「3.1 基本連携データ項

目 表3-1」の基本19項目、市立小中学校が保有する教育ダッシュボードシステ
ムの3区分の項目、4か月児・１歳6か月児・3歳6か月児健康診査問診票の子育て
感に関する項目の追加を予定しています。

５．教育ダッシュボードについて
学習状況や生活状況に関するデータ連携し一元化し、ダッシュボードで可視

化・分析することにより、適切なタイミングで個別最適なサポートを受けること
で、学力向上を実現させるとともに、早期にこころの変化を把握することで不登
校やいじめの早期発見・対応によりすべての児童生徒が学びにアクセスできる状
態を実現しており、教育ダッシュボードシステムの3区分の項目を連携します。
（令和7年度試行、令和8年度本格実施）

住民
基本台帳

母子保健 予防接種 児童手当
児童扶養
手当

医療助成

入所入園 生活保護 障害福祉 学事 学童保育 税

② 実証事業計画の詳細
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② 実証事業計画の詳細

実施体制、役割等がわかる全体像（図）

豊中市各担当課の保有・管理するデータをもとに、統括管理主体である、豊中
市こども安心課、両備システムズにおいて分析を行います。活用主体においては、
分析結果をもとに、子どもや家庭への支援の必要性を精査し、適切な支援方策を
検討した上で必要な対応を行います。

データ保有・
管理主体

総括管理主体

データ分析主体

活用主体

豊中市
関係課

豊中市
こども安心課

豊中市
こども安心課
こども支援課
おやこ保健課
児童生徒課
教育総務課

両備システムズ

データ項目等 判定結果等

データ
アルゴリズム等

プロジェクト管理
基盤提供

役割 担当 実施内容

総括管理主体 豊中市こども安心課 ・連携するデータ項目の選定
・支援対象の子ども・家庭の抽出
・活用主体へのデータ提供（アクセス権の制御）
・データ連携基盤の管理と監視
・業務効果検証

データ保有・管
理主体

７、８ページ参照 ・連携データの提供

活用主体 豊中市こども安心課
こども支援課
おやこ保健課
児童生徒課
教育総務課

・支援の必要性の確認
・支援方策の検討と実施

分析主体
※参画事業者

両備システムズ ・プロジェクト管理 （課題管理、進捗管理等）
・データ連携基盤を構築
・可視化システムを構築
・支援対象者抽出条件の設定、抽出の実施
・SSW・教員に共有する情報、方法の検討
・データ利活用に向けた検討
・業務効果検証方法の検討

地方公共団体外
の組織

連携元データ提供ベン
ダー

・連携データの抽出

総括管理主体とデータ分析主体は現行システムのプロジェクト体制と同様
であり、円滑なプロジェクトの実行実績があります。
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② 実証事業計画の詳細

利用するデータ項目

豊中市の各担当課にて、支援を必要とする子ども、家庭を抽出するために連携
し、情報分析を行うことが必要と想定しているデータは以下になります。現状に
おいて紙媒体で管理している情報の場合、電子化した上で、データ同士を連携す
るためのキー項目をどうするのかといった、連携にかかる課題についても整理し、
解決策を検討します。

データ内容 管轄
連携
方式

基本データ連携項目の該当

住民記録 市民課 CSV -

DV 市民課 CSV -

税 市民税課 CSV -

身体障害者手帳 障害福祉課 CSV ・障害児支援申請決定情報_受給者証番号

療育手帳 障害福祉課 CSV ・障害児支援申請決定情報_受給者証番号

精神障害者手帳 障害福祉課 CSV
・精神障害者保健福祉手帳情報_主たる精神障害コード
・障害児支援申請決定情報_受給者証番号

生活保護 福祉事務所 CSV ・（生活保護）決定個人情報_開始年月日

児童手当 子育て給付課 CSV -

母子保健 おやこ保健課 CSV

・3～4 か月児健診結果_健診受診日
・1 歳 6 か月児健診結果_1歳6か月児健診受診日
・3 歳児健診結果_3歳児健診受診日
・1 歳 6 か月児健診結果_パーセンタイル値（体重）
・3 歳児健診結果_パーセンタイル値（体重）
・妊娠届出情報_届出時妊娠週数
・妊婦健診結果_受診日
・産婦健診結果_ EPDS 評価点数

予防接種 おやこ保健課 CSV -

母子サービス記録 おやこ保健課 CSV -

児童扶養手当 子育て給付課 CSV ・（児童扶養手当）支給情報_支給区分

特別児童扶養手当 障害福祉課 CSV -

医療費助成
（レセプト）

子育て給付課 CSV -

自立支援給付 障害福祉課 CSV -

自立支援医療 障害福祉課 CSV -

学童保育 学び育ち支援課 CSV -

学齢簿 学務保健課 CSV -

こども子育て 子育て給付課 CSV -

滞納整理 債権管理課 CSV -

介護保健 長寿安心課 CSV -

後期高齢 保険相談課 CSV -

国民健康保険 保険相談課 CSV -

１．現行システムで連携済みのデータ
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② 実証事業計画の詳細

利用するデータ項目

データ内容 管轄
連携
方式

基本データ連携項目の該当

教
育
ダ
ッ
シ
ュ
ボ
ー
ド

出欠状況
（校務）

教育センター CSV
・出欠の記録_欠席日数
・遅刻日数

アンケート
（校務）

教育センター CSV
・学校等でのアンケート・セルフメンタルチェック等の
判定結果

健康診断
（校務）

教育センター CSV ・児童生徒等の健康診断情報 _体重

母
子
保
健
シ
ス
テ
ム

4か月児健診問
診票アンケート

おやこ保健課 CSV

・（子育て感）大変なときもあるが楽しい
・（子育て感）子どもがかわいいと感じる
・（子育て感）ひとつひとつが不安に感じる
・（子育て感）育児がつらい・しんどい
・（子育て感）イライラしてしまう
・（子育て感）つい子どもにあたってしまう
・（子育て感）子育てはあまり好きでない

1歳6か月児健診
問診票アンケー
ト

おやこ保健課 CSV

・（子育て感）大変なときもあるが楽しい
・（子育て感）子どもがかわいいと感じる
・（子育て感）ひとつひとつが不安に感じる
・（子育て感）育児がつらい・しんどい
・（子育て感）イライラしてしまう
・（子育て感）つい子どもにあたってしまう
・（子育て感）子育てはあまり好きでない

3歳6か月児健診
問診票アンケー
ト

おやこ保健課 CSV

・（子育て感）大変なときもあるが楽しい
・（子育て感）子どもがかわいいと感じる
・（子育て感）ひとつひとつが不安に感じる
・（子育て感）育児がつらい・しんどい
・（子育て感）イライラしてしまう
・（子育て感）つい子どもにあたってしまう
・（子育て感）子育てはあまり好きでない

児童相談
こども安心課
児童相談所

API
・要対協のケース進行管理台帳_（子ども氏名）
・一時保護児童票_（子ども氏名）

２．実証事業で新たに連携させるデータ（予定）

現行システムにて連携データの大部分の連携実績があり、こどもデータ連
携基盤に流用することで早期に追加データも含めて仕組みを構築します。
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② 実証事業計画の詳細

個人情報の適正な取扱いに関する対応方針

事業ガイドラインと個人情報保護法の関連を顧みて、本実証における個人情報
の取扱いに関し、以下のとおり整理しています。

No 検討項目 検討結果

1 個人情報保護法上の整理

本事業の実施において市、教育委員会、学校等が保有する個人

情報を目的外利用することについては、個人情報保護法第６９

条第２項第２号に定める、「行政機関等が法律の定める所掌事

務又は業務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用す

る場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相

当の理由があるとき。」を適用する。

2

利用目的以外の目的のた
めの内部利用及び外部提
供（相当な理由がある場
合）

①当該内部利用及び外部提供が「臨時的」なものであること。

→本事業は実証目的での利用となるため、臨時的なものである。

②法令（条例を含む）の定める所掌事務又は業務の遂行に「必

要な限度」であること（個人情報保護法第６９条第２項第２号

及び第３号）。

→児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１０条第１項第

３号「児童及び妊産婦の福祉に関し、家庭その他からの相談に

応ずること並びに必要な調査及び指導を行うこと並びにこれら

に付随する業務を行うこと。」に必要な限度である。

③当該個人情報を内部利用及び外部提供することについて「相

当の理由」があるとき（個人情報保護法第６９条第２項第２号

及び第３号）。

→虐待、産後うつ、発達障害等の潜在的に支援が必要な子ども

や家庭を早期に発見し、支援につなげる事業について、必要最

小限の範囲で個人情報を地方公共団体における内部利用及び外

部提供によって迅速にデータ連携することにより、人の目に

よって見過ごされがちな支援が必要な子供を抽出することがで

きるという「相当の理由」がある。

④本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないこ

と（個人情報保護法第６９条第２項柱書）。

→プライバシー保護等を含めたデータガバナンス体制の構築に

加え、研修等の人的安全管理措置、アクセスコントロール等の

技術的安全管理措置等、個人情報を取り扱うにあたって必要な

各種の措置を講じ、徹底することにより、個人情報の適正な取

扱いによる個人の権利利益の保護を図ることができる。
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② 実証事業計画の詳細

実証事業における個人データ管理体制

本実証内でデータを取り扱う主体の整理及び役割分担は6ページ「実施体制、役
割等がわかる全体像（図）」のとおりです。委託先管理として、豊中市・両備シ
ステムズで秘密情報（個人情報を含む）保護について規定し、豊中市の情報セ
キュリティポリシーに則りデータを取り扱います。

実証事業で利用する個人データと管理状況

本実証で取り扱う個人データ項目は７ページ及び８ページの「利用するデータ
項目」のとおりです。データは庁内利用のみに限定し、マイナンバー系ネット
ワークに構築するデータ連携基盤に連携します。また、個人情報管理のための安
全管理措置は以下の対策を実施します。

No 観点 対策

1 組織体制

・組織体制として、最高情報セキュリティ責任者、統括情報セ

キュリティ責任者、情報セキュリティ管理者や情報システム責

任者、情報セキュリティ責任者等を定める。

・「豊中市情報セキュリティポリシー」にて管理体制を整備し、

情報セキュリティ責任者が利用者の権限設定をおこなう。

・セキュリティインシデントへの対応については、庁内に整備

されている既存の対応フローである「個人情報流出等の事故対

応について」に準じる。

2 人的セキュリティ
・セキュリティ研修を全職員に実施している他、複数の部署に

対する情報セキュリティ監査も実施している。

3 物理的セキュリティ
・職員等の利用する端末や電磁的記録媒体等の管理、外部機器

媒体の持ち込み禁止について徹底する。

4 技術的セキュリティ

・データ連携基盤をマイナンバー系ネットワークに構築し、セ

キュリティレベルを確保する。また、アクセス権は管理者や限

られた職員にのみ付与し、勝手に改ざんやダウンロードを行う

ことは出来ない。すべての操作ログもを取得し、改ざん等が

あった場合には把握することが出来る対策を講じる。

5 自己点検、監査の実施
・特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機

関等・地方公共団体等編）に基づく、特定個人情報を取扱う個

人番号利用事務系システムのログ分析・確認を実施する。
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豊中市

マイナンバー系ネットワーク

各システム

② 実証事業計画の詳細

実証事業におけるこどもデータ連携の仕組み（図）

令和5年度に美里町・川島町にて構築・利用したデータ連携基盤を活用して豊中
市のデータ連携の仕組みを構築します。また、データの既存データの出力に当
たっても、豊中市ですでに構築している機能を活用することを想定しています。

こどもの杜
データ可視化基盤

こどもデータ連携データベース

校務系ネットワーク
（教育ダッシュボード）

豊中市共通基盤

CSV

データ内容

自立支援給付

自立支援医療

学童保育

学齢簿

こども子育て

滞納整理

介護保健

後期高齢

国保

4か月健診アンケート

1歳6か月健診アンケート

3歳6か月健診アンケート

児童相談

データ内容

出欠状況（校務）

アンケート（校務）

健康診断（校務） CSV

随時出力

豊中市にてすでに構築
している共通基盤での
データ連携機能を活用

手動出力 自動連携

処理内容

1 バッチによるファイルの監視と取り込み

2 宛名番号、氏名、住所、生年月日、性別で
のデータ名寄せ

3 日付項目等の整形

処理内容

1 対象児童・家庭を抽出する判定ロジックの
設定

2 連携データの欠損により名寄せできなかっ
たデータの修正

3 対象者の判定

4 対象者の確認・出力

こどもデータ可視化システム

こどもデータ可視化システムの処理
を繰り返し実施することで、対象者
抽出の制度を向上させ、効果的な支

援策の検討を実施

データ内容

住民記録

DV

税

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者手帳

生活保護

児童手当

母子保健

予防接種

サービス記録

児童扶養手当

特別児童扶養手当

医療費資格

医療費助成（レセプト）



12

② 実証事業計画の詳細

こども可視化システムの画面イメージ

優先的に支援を実施すべき対象者を明確化するため、連携した各項目を横断的
に参照できるシステムを用います。また、対象者のリスクは数値化され、表示さ
れるため、対象者の優先度付けを行います。

タブをきりかえることで、
連携したデータの詳細情報
を確認することが可能

連携データからリスク判定
を実施した結果を数値化
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② 実証事業計画の詳細

対象児童・家庭を抽出する判定ロジックの設定の画面イメージ

リスク判定の閾値が初期で妥当でない場合、パラメータを変更することで何度
でもリスクの抽出を変更することが可能となっているため、実証において閾値の
妥当性を検証します。

連携したデータ項目を複数
組み合わせて設定

閾値は文字列の一致、値と
の不等号など汎用的に設定
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② 実証事業計画の詳細

人の目による確認や支援方策の検討の在り方（業務フローや会議体等）

人の目による絞り込みから支援までの具体的な流れは以下のとおりであり、
こども安心課等（はぐくみセンター）が中心となって、必要に応じて子どもの所属機
関や外部機関へのヒアリング等、連携を取りながら支援に繋げていきます。

合

同

ケ

ー
ス

会

議

担当課による一般的な相談支援

要対協での見守り・進行管理
（事務局：こども安心課）

市
民
・
関
係
機
関
か
ら
の

相
談
等

（

妊

婦

・

保

護

者

へ

手

交

）

各

課

・

関

係

機

関

に

共

有

目

標

達

成

・

解

決

→
終

結

チェックシートにチェックがつかない場合
（担当課が不明の場合こども安心課が調整）

課

内

会

議

→
チ

ェ

ッ

ク

シ

ー
ト

か

ら

リ

ス

ク

抽

出

支

援

メ

ニ

ュ

ー

等

実

施

（

各

課

）

ケ

ー

ス

ワ

ー

ク

実

施

ＳＴＥＰ１(各担当課)
相談受理

ＳＴＥＰ３
（こども安心課）
合同ケース会議

ＳＴＥＰ４
ＳＰ
作成

ＳＴＥＰ５
支 援

ＳＴＥＰ６
進行管理
・見直し

ＳＴＥＰ２
（各課 こども安
心課）
アセスメント
・リスク判定

調

査

安

全

確

認

/

指

導

助

言

通

告

受

理

①特定妊婦及び
虐待の恐れあり

②
①に該当しない

３

か

月

ご

と

見

直

し

※虐待・特妊
アセスメント
シートが判断基準

Ｓ

Ｐ

作

成

要

対

協

台

帳

登

載
①

・

②

を

判

断

※

情

報

を

も

と

に

こ

ど

も

安

心

課

で

整

理

・

調

査

要保護・要支援に該当しない場合（要配
慮）はこども安心課がリスト化し状況確認
担当課が個別の支援メニュー等を実施

こ
ど
も
デ
ー
タ
連
携
に
よ
る

支
援
対
象
者
抽
出

ＳＴＥＰ1.5
 （こども安心課）
データ分析による支援の

必要性の確認
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② 実証事業計画の詳細

人の目による確認や支援方策の検討の在り方（業務フローや会議体等）

支援における各工程の実施内容は以下の通りです。

No 項目 評価方針

1
各課の課内
会議

・相談窓口等において相談を受理した際は、チェックシートの項目に照らして

チェックする。当該児童の状況確認（要対協登載の有無、相談歴等）し、

チェックシートにチェックがついたものを課内で情報共有を行う。

・こどもデータ連携による支援対象者抽出が行われた際においても、同様の

チェックを行う。

2 調査等

・提出された案件については、すべての案件をこども安心課が受理する。こど

も安心課は受理した相談内容を精査し、要支援児童等の疑いとして調査を開始

する。ただし、ハイリスク妊婦と要配慮児童については、相談内容によっては

調査するまでもなく、助言にて主担当課に対応を委ねることもある。

・調査の結果、緊急性や連携する機関の範囲などを考慮して、ケースの主担当

課や重症度、対象の会議体を判断する。

3
合同ケース
会議

（１）定例合同ケース会議…各地区月 2 回

（２）緊急合同ケース会議…随時

（取扱案件）

1.要配慮児童（育児支援家庭訪問利用者及び不登校児童生徒は必要に応じ）。

2.終結ケース

3.要対協登載の新規ケース（要保護・要支援・特定妊婦）及び子育て世帯訪問

支援事業利用者。

4
サポートプ
ランの作成

・要支援児童等についてはこども安心課。特定妊婦やハイリスク妊婦はおやこ

保健課が作成する。

・要配慮児童については、こども安心課が主担当課の意向や調査結果をもとに

作成するか、支援対象者との関係構築や継続支援のため主担当課独自で作成す

ることも可能とする（育児支援家庭訪問利用者、不登校児童生徒など）。

・見直しは 3 か月間の新規案件を、3 か月後の要対協会議後の翌月の合同ケー

ス会議で要対協登載の継続ケース（提出分）とともに取扱う。

5 終結

・当該ケースの目標が達成できたり、他部署で継続支援につながった場合は終

結を検討し、会議にて承認を得る。

・要対協登載ケース（特定妊婦含む）については、原則として要対協会議の状

況に応じて終結判断する。ただし、要対協会議で終結しても支援継続のケース

は要配慮児童として継続する（ネグレクトケースなど）。

・要配慮児童は主担当課と事務局が相談の上で判断していく。また、ハイリス

ク妊婦、育児支援家庭訪問利用者、不登校児童生徒に関しては、主担当課で判

断し、こども安心課に報告する。

・終結は 3 か月後の見直しを待たずに、随時終結できる。
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② 実証事業計画の詳細

こどものデータを連携することによる独自の取り組み

子どものデータを連携することによって豊中市は独自に以下の2点の取り組みを
行うことを予定しています。

①児童相談のあった児童・家庭における重篤化判定と家庭児童相談との業務連動

②支援対象者の抽出を行うための閾値設定へのAI活用の可能性検証（調整中）

こどもの杜
DB

・説明変数絞り込み

・学習・予測

・リスク項目洗い出し

①

②

支援対象者の抽出を行うための閾値設定について、市内部の調整が整えば職員の負荷を
軽減するためのAI機能を実装します。AIを活用することで、職員の閾値設定における負
荷を軽減し、支援対象者への支援を行う時間を作り出すことができるか検証します。

デ
ー
タ
の
収
集
、
連
携

リ
ス
ク
の
あ
る
児
童
・
家
庭
の
ア
ラ
ー

ト
の
内
容
確
認

支
援
要
否
を
判
断

相
談
事
項
の
管
理

経
過
記
録
の
保
存

相
談
に
対
す
る
重
篤
化
ア
ラ
ー
ト
の

内
容
確
認

支
援
方
針
の
検
討

支
援
の
実
施

子どものデータを連携することによって家庭児童相談に相談があった児童・家庭の相談
内容、状況が重篤化するかどうかの判断に利用できると考えています。相談前のリスク
の判定による支援対象者の抽出と合わせて、重篤化する恐れのある支援対象者の判定を
行い、業務として包括的に支援対象者の洗い出しと支援を実現できることを検証します。

すでに実装している
児童相談システムと、
本実証にて実装する
データ連携基盤はと
もに両備システムズ
製となり、データ連
携実績があり、早期
に業務の連携と検証
を行うことが可能で
す。

支援対象者と向き合う時間の創出

支援対象者の漏れのない洗い出し

AIによってシステム上の条件設定のあるべき姿を提示し、条件設定の時間を大幅に
削減し、支援対象者と向き合う時間を生み出す。

職員の知見では抽出できていなかった支援対象者がAIによる条件設定により洗い出
され、支援対象者の見落としを防止する。こどもデータ連携ガイドラインの基本
データ連携項目以外の項目についてリスク抽出における有用性を検証する。
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今回の実証事業においてアラート表示された子どもへの支援は、２ページの組織体制に
記載のはぐくみセンター各課を中心に園や学校、子どもの育ちに関わる機関が一体となっ
て、以下の図で示す地域社会全体でライフステージに沿った切れめのない支援を行います。
データ利活用によって抽出された支援対象者に対しても、各施策の実行機関と連動し、見
守り、支援を行います。

② 実証事業計画の詳細

想定される具体的な支援・見守りの手法やそれを担う関係機関等の名称想定される具体的な支援・見守りの手法やそれを担う関係機関等の名称

はぐくみセンターがハブとなる地域社会全体での支援体制

はぐくみセンターにおける「切れめのない相談支援」
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② 実証事業計画の詳細

事業効果の評価・分析方針

実証事業を通して、以下の検証項目に対して評価を実施します。

No 検証項目 評価方針 評価方法

1
利用目的の特定等を
含めた個人情報の整
理方法

・個人情報の適正な取扱いに関する対応方針の妥当

性評価。

・ログ管理等、個人情報を取り扱うにあたってデー

タ連携基盤に必要と考えられる機能の評価。

個人情報担当課

との協議

2

支援が必要なこども
や家庭を早期に把握
するために有用な
データ項目や、その
抽出・連携方法

・連携したデータ項目が支援対象者を抽出するにあ

たって妥当性であったか評価。

・データ項目の連携タイミング（随時、日次等）お

よび方法（CSV、API等）について職員負荷が増加

したか評価。

・名寄せ、加工等のデータを連携するにあたって職

員負荷を鑑みデータ連携基盤に必要と考えられる機

能がないか評価。

データ活用主体

へのヒアリング

3

データを活用してリ
スクや支援の必要性
が高いと思われるこ
どもや家庭を把握す
るための手法

・設定した判定ロジックによる対象児童・家庭の抽

出結果と、市ですでに把握している要対協児童、要

保護児童、家庭児童相談のあった児童と比較するこ

とにより判定ロジックの設定に対する妥当性の評価。

データ活用主体

へのヒアリング

4

人の目による確認や
支援方策の検討、実
際の支援・見守りの
実施につなげるため
の、関係機関等の望
ましい連携体制や業
務フロー

・ケース会議、要対協児童の情報共有会議、データ

連携による支援を行う業務フローを定義し、改善点

の有無、改善内容、改善可否を評価。

データ活用主体

へのヒアリング

5

その他、団体にて創
意工夫して取り組ん
だ結果、得られた効
果的なデータ連携の
仕組みや活用手法

・市ですでに把握している要対協児童、要保護児童、

家庭児童相談のあった児童に対して問題事象が重篤

化する可能性があるかを、データ連携によるリスク

判定結果と、職員への聞き取り結果を比較すること

によって評価。

・児童相談にて管理する児童と、管理されていない

児童に対して包括的な支援を実施するにあたって、

家庭児童相談との業務連動が可能かどうか評価。

・リスク判定にAIを利用するにあたって、個人情報

保護法への抵触の可能性がないか、個人情報を取り

扱うにあたってのAIの機能要件を整理・検証します。

実証参加者での

協議
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② 実証事業計画の詳細

事業の実施スケジュール

2025年 2026年

4月 5月 6月 7月 8月 9月
10
月

11
月

12
月

1月 2月 3月

マイルストーン

こどもデータ連携の仕組みの構築

要件定義・設計

開発・構築

連携データ出力

データ取り込み

リスク判定の設

定

支援が必要なこ

ども・家庭の抽

出

AIを利用する

場合の個人情報

保護の整理

支援

支援対象者の確

定

支援方策の検討

見守り・支援へ

の接続

支援者への聞き

取り

今後の施策の検

討

報告会への対応

報告書作成

令和5年度に美里町・川島町にて構築実績のあるシステムを用いてこどもデータ連携
の仕組みを構築することで、システム構築期間を短縮し、10月の支援対象者の確定、11
月の支援者への支援対象者の連携を行い、データ連携による支援対象者の抽出の評価を
十分に行います。

▼中間報告会

成果報告会▼

プロジェクト
計画の作成

連携データを管理する
個別システムからのデータ出力

データ連携基盤への取り込み

支援対象者を判定する項目・閾値を設定

データ連携システムにて確認

支援対象者の確定

支援方策の検討

支援者への接続

新規施策、既存施策に対する見直し

支援者への支援対象者抽出結果に対する評価の聞き取り

中間報告書作成

支援方策の見直し

▼実証団体の採択決定
委託契約及び協定等の締結
実証事業開始

▼検証受託事業者の決定 ▼成果の取りまとめ

実証事業終了▼

豊中市仮想基盤へのシステム構築

連携データ項目
の仕様検討

自動連携の仕組みの構築

自動連携の仕組みの構築

見直し

最終報告書作成とりまとめ

個人情報保護の整理 AIの機能要件を整理
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② 実証事業計画の詳細

実証事業に必要な経費等

分類 費目 費用（税抜） 内訳内容

システム導入
費用

システム導入適用
費用 38,900,000

要件定義、分析、ドキュメント整備、システム

設定、システムテスト、課題管理打合せ、教育D

ダッシュボードベンダーデータ抽出費用、サ

ポートプラン対応、操作研修、データ連携（住

基、DV、税、身体障害者手帳、療育手帳、精神

障害者手帳、生活保護、児童手当、児童扶養手

当、特別児童扶養手当、母子保健、予防接種、

妊婦基本情報、妊婦一般健診、妊産婦保健指導、

乳児一般健診、乳児後期健診、乳幼児集団健診、

乳幼児保健指導、フェイスシート、医療費資格、

医療費助成、自立支援給付、自立支援医療、学

童保育、学齢簿、子ども子育て、介護、国保、

後期高齢、出欠・健康診断・アンケート（教

育）、1歳6か月健診アンケート、3歳6か月健診

アンケート、4か月健診アンケート）

ハードウェア・
ミドルウェア
設定費用

350,000 本市仮想環境内に構築

プロジェクト
管理費用 1,600,000

合計 40,850,000 -

合計（税込） 44,935,000

実証事業で発生、取得した財産等の帰属先

実証事業におけるプロジェクトドキュメントは、こども家庭庁及び豊中市に帰属
するものとします。リスクを判定するための抽出ロジックおよびデータ連携システ
ムはシステムベンダが提供するものであるため、両備システムズに帰属します。ま
た、データは豊中市に帰属します。

こども家庭庁 豊中市 両備システムズ

プロジェクト
ドキュメント

● ●

ロジックおよび
システム

●

データ ●
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